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総務庁の速報に よ ると、 1999 年度の産業の 研究開発投資 

は 前年度比 1.6% 減 ( 製造業 一 2.9% 減 ) の 10 兆 6302 億円で 

あ った。 これを売上高比率で 見ると、 産業で 2.5% 減、 製造 

業で 5.4% 減であ る。 この減少幅はかなり 大きなものであ り、 

今日の経済状況が 極めて深刻であ ることを象徴している。 今 

日 、 日本は研究開発離れが 騒がれているが、 これは日本だけ 

㈹傾向で は ない。 急進する IT に支えられてニューエコノミ 

- を 施歌 するアメリカにおいても、 研究開発投資は 不十分で、 

米 競争力協議会は 2001 年の総会において、 物理学や工学な 

ど 将来の経済を 支える基礎研究がないがしろにされている 

と警告している。 また、 ポーター・ハーバード 大学教授も 、 

- 大学の研究開発活動への 投資を怠って 経済力が衰えた 日 

本㏄例を教訓に、 政府は減税など 短期的対策だげに 目を奪わ 

れず、 積極投資で技術革新を 促すべきだ。 」と話している。 

そんな中、 現在の日本経済において、 研究開発投資は 最適な 

レベルでなされているのであ ろうか。 そうでないとしたら、 

過小、 過大投資がどの 程度行われているのであ ろうか。 

2. 研究の背景 

日本の製造業はバブル 崩壊と同時に 研究開発離れの 兆候 

が現れ、 一部の業種を 除き、 現在までその 兆候は続いている。 

研究開発離れは、 技術経済システムに 対して以下に 示す ょ 

3 なマクロ・ミクロの 両面の波及をもたらす。 

1 ) 成長への貢献の 鈍化 

研究開発強度の 減少は、 必然的に研究開発投資の 減少をき 

たす。 そしてそれは、 技術の生産への 貢献要素であ る技術ス 

トックの減少につががり、 

TFP( 全要素生産性 ) が減少し、 それは研究開発強度と 相乗し 

て生産への貢献の 減少となり、 生産の減少は 研究開発投資の 

更なる減少をきたし、 それはまた技術ストックの 減少、 生産 

の 減少の悪循環を 導くことになる ( 図 lL 。 " 

  その他、 IT の進展に伴う TFP 構造事態の変化による 悪循環も看 

過 できる   

( 東工大社会理工 ) 

Ⅴ   
力伍 Wr) づ力はづ力グづメ 皿 ， P づノ Ⅱ 
研究開発強度 技術知識ストツ ク 生産 

研究開発費 全要素生産性 

図 1  研究開発費 億 小の悪循環の 構図 

2) 研究開発投資内部収益率の 低下 

研究開発投資の 収益性を判断する 上で基本となる 研究開 

発投資内部収益率は、 研究開発強度との 相関の有し、 その減 

少は内部収益利を 低下させることになり、 その結果非研究開 

発投資へのシフトが 進み、 それは研究開発離れに 追い打ちを 

かけることになり、 これもまた悪循環を 導く。 

3) 研究開発構造の 短小化 

研究開発離れは、 長期的な視点に 立った戦略的展開の 余裕 

を削減することになり、 その結果、 将来の飛躍を 狙った基礎 

研究よりも目先の 生産の回復を 指向した応用・ 開発研究への 

シフトをもたらすことになる。 現に 1980 年代半ばに高まっ 

た日本の製造業の 基礎研究指向は、 研究開発離れの 兆候と同 

時に薄れていき、 かつての応用・ 開発指向に戻っている。 

3. 研究開発投資の 性質 

企業の行 う 投資活動にはさまざまなものがあ るが、 大きく 

2 種類に分けられる。 設備投資と研究開発投資であ る @ 

設備投資は、 それによって 爆発的な利益が 得られることば 

あ まりないが、 不確実性が低く、 安定した利益を 得ることが 

できるというメリットがあ る。 

一方、 研究開発投資は、 成功すれば爆発的な 利益機会が待 

っているが、 反面、 それは 高 コストで商品化までのリードタ 

イムが非常に 長く、 しかも技術的な 成功に加え、 商品として 

市場に受け入れられるかどうかという 不確実性が非常に 大 

きいため、 投資リスクが 非常に大きく 投機性の高いものであ 

る。 そこで本論文では 研究開発投資の 最適レベルを 計測する 

と同時に、 過小、 過大投資の量を 計測してそれにより、 過少 

投資ならさらに 追加的に行 う ことにより、 過大投資なら 過大 

分を他の投資に 当てることによりどの 程度の経済成長への 

貢献があ るのかを分析する。 
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と 同時に、 過小、 過大投資の量を 計測してそれにより、 過少 両者のギャノ ブ を計測することにより   

投資ならさらに 追加的に行 う ことにより、 過大投資なら 過大 ③ 研究開発投資の 見直し、 再評価を行い 経済成長 ヘの 

分 を他㈲投資に 当てることによりとの 程度の経済成長への 貢献を分析し   

貢献かあ るのかを分析する   ④ 研究開発の好循環維持の 方策を考察   

4. 研究の目的 

以上を踏まえ、 本研究てば、 1975 一 98 年の日本の製造業 5. 分析のフレームワーク 

主要業種を対象・ こ 以下 c04 点の理論的実証的分析をねらい 本研究てば図 2 に示す分析フレームに 基づき、 最適研究開 

。 @ 、 一ソ @"" ヨ "" ノミ @ ノ 発 投資の実証分析を 行 う とともに、 実際の研究開発投資との 

    D  仕合経済・制度的なリターンを 勘案した最適研究開 比較を行い、 研究開発投資を 再評価することで 経済成長への 

発 投資モテルを 構築し   貢献を分析する。 

② 実際㈹研究開発投資と 最適研究開発投資を 比較し   

R 研究開発投資 

V  付加価値 (GDP) 
桶 のほ弁士主柱 ァ ．技術の弾性情 

(R/V) 研究開発強度 
Ⅰ     ( タ r- タ ア )   り : 加重平均資本コスト 

り 現在価値割引率 
人 知識フロ一弾性情 

， 代替弾性情 
9 、 ・ V の増加率 

9 技術の割引限界生産性   

特化した視点からより 一般的な視点へ 
る Ⅰ   る r 

2 つの体系をリンク ケ ③ 伍 げ ・ ) 酔 mol 二等・ 伍リー ．Ⅳ・℡ 一 (1 一九 )gy) 

④                                                                                     最適研究開発投資の 考慮の範囲 l 

    

按實瑛 のみのモテル サイト 泊珪 取り入れたモデ 右の遼好を株価 @  価を考慮 される モに 市 反映 牡丹 " 。 社会刊 棄 したモ子 尭卑を JL Ⅰ         
モデ )L 

  

  
杖竹の相対的 
Ⅰ接の在化 

甘適的革接     
市 甘俺造 ・ス 
ピルオーバー 

    
0% 適 R&D 投資レベル分析モテルの マト チック ス 

(r) 研究開発強度換算モデル (2) 割引率換算モデル 

    二片・ ど       = ワ ・ ど     
B  びづ 。 。 " ～                   ， "-          . 。 。 ・㌔等 - 。 ， - 、 ，， ",   。 Ⅰ。 @                   ， 。 -,     。 「 ". 弔等 -(,- 、 ), ァ ) 
    

億適 レベル 
目， 

同時計測による R&D 恩適 ぺース ""  ー "a@  札及 。 "K  @  "/ "" 一         
投資活勒の評価 Ⅰ                                                                                             
スピルオーバー   
0% 遺利用 臼 ．・ 虹 - 桟 珪 億への文杖 度 

図 2 分析の基本フレームワーク 
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6. 分析結果とその 評価 

6. 1 . 最適投資分析 

GnP に対する最適研究開発強度を「消費者の 選好を取り 

入れたモデル」と、 「社会利益率を 勘案したモデル」につい 

て計測し 、 2 つの体系をリンクさせる。 

まず、 哨 賢者の選好を 取り入れたモデル」の 最適研究 

開発強度を s 。 P 百 md と表すと、 以下のよう 

に 表れせる   

so ノ p 力 m4 Ⅰ 一ワ ，一一 eg 
sg 

この「消費者の 選好を取り入れたモデル」の 最適研究開発 

強度を用いて、 「社会利益率を 勘案したモデル」の 最適研究 

開発強度を求めると、 以下のようになる。 

。 ・ ， " Ⅱ "", 穿 ・ ， " ルリ / 。 。 ， ・ % ぎ - (1 一九 )gy)   
こね 。 らの最適研究開発強度は 表 ] のようになる。 

表 1  研究開発投資 G  DP  比率の比較 (%  ) 

7S-78  79-82  83-86  87-90  91-98 

典進 @ 集合井本 消俺 者のさ 打 モテル 7.58 5.94 5.41 6.44 7J4 

社会的利 蕪 "" '. 。 """." ' 。 ． ' 。 7.90 

" 。 。 。 """ 燕 。 " 。 。 ． " 。 '. 。 。 '." 。 。 ．。 。 

            ifUKioBfrET'll- 4-63 4.l1) '4@21 4-86 5@0< 

社会的利益モデ @ し 0 ． 58 0 ．Ⅰ 18 0.9 Ⅰ Ⅰ． 69 2.0 Ⅰ 

実 捺の研究九発強度 0 ． 76 0.84 1.08 1.67 1.66 

          MH@WWKf  )b  18.04  11.05  8.14  7.31  7.99 
社会的利益モデ @1, 13.716 8.93 H1.7, 2I.B6 16.17 

案瞭の研究 弗尭糞度 18.42 15.87 15.05 15.24 13. ㏄ 

"""" 。       自貢者の弗 好 モテル 26.41 16.18 13.26  7.91  9.4B 
社会的利益モデ "  。 ．。 "'.' 。 ' 。 ． 穏                     
" 捺 """"" 強度 ' 。 ・。 。 ".1 。                               

表 ] より、 バブル期の研究開発離れによる 過少投資が起こ 

っていたことが 見て取れる。 また「消費者の 選好を取り人 わ 。 

た モデル」と @ 社会利益率を 勘案したモデル」との 最適研究 

開発強度の乖離も 見られる。 これは、 「社会利益率を 勘案し 

たモデル ーが - 消費者の選好を 取り入れたモデル」よりもⅡ 、 

さい場合、 当事者はより 多くの R&D 投資をすべきだが、 市 

場、 社会ばそれを 望んではいないことを 意味する。 また、 「社 

舎利益率を勘案したモデル」が「消費者の 選好を取り入れた 

モデル」より 大きい場合は、 当事者が R&n 投資に対して 消 

極 的であ るが、 市場、 社会的にはより 多くの R&D 投資を望 

んでいることを 意味する。 

80 年代は活発な 研究開発投資がなされているのが 見て取 

れるが、 「消費者の選好を 取り入れたモデル」と - 社会利益 

率を勘案したモデル」との 最適研究開発強度の 乖離が激しい 

のは、 バブル期の 1987 一 90 年の期間であ る。 この期間の乖 

離が激しいのは、 地価・株価などの 高騰により景気の 拡大の 

影に隠れて、 実質研究開発強度に 盲目となってしまったり、 

他の魅力的な 投資対象に気移りしてしまった 可能性があ る。 

確かに、 バブル期における 実際の研究開発強度は、 他の期に 

比べて大きくはなっているものの、 やはり最適なレベルには 

達していなかったよ う であ る。 

さらに、 食品工業というローテク 業種と、 化学、 電気機械 

に代表されるハイテク 業種とも ビヘ一 ビアの違いも 見てと 

れる。 ローテク分野では、 当事者中心の「消費者の 選好を取 

り入れたモデル」でばより 多くの研究開発費を 求めているが   

広い視野で見ている「社会的利益を 勘案したモデル」では、 

多くの研究開発投資を 要求していない。 これは、 ローテクで 

あ るということからリターンの 期待度などさまざまな 要因 

を 考えているものと 思われる。 同じ理由でハイテク 業種では 

「消費者の選好を 取り入れたモデル ー よりも、 「社会的利益 

を勘案したモデル」の 研究開発強度のほうがばるかに 大きい 

ものとなっている。 

6. 2. 成長貢献分析 

以下のようにコブ・ダバラス 型生産関数より 分析を行う   

Ⅱ =Z" ㍗ pT 「 
AL@ AA:@ AT   

る Ⅱ r ム 『                                         """"" "" 一 
う アド r   雙 ) 

ぐ ・・ A ア 二人 )  成長貢献度 

社会利益を勘案した 最適研究開発強度と、 実際の研究開発 

強度との差を As とする。 Zs が正のときは R&D 投資を最 

適に行 う ことで増加する 成長率が成長貢献となる。 また ノ S 

が負のときは 過剰な R&D 投資を設備投資に 当てることで 

増加する成長率が 成長貢献となる。 以上の成長貢献 は 表 2 

のように計測された。 

*s=(R 侍 7) 研究開発投資 GDP 比率 
刀 現在価値割引率 ( 金利で近似 ) 
，代替弾性 値 、 S 枝 術の割引限界生産性 
刀伽 竜平均資本コスト、 ㌃知識フロ一弾性 値 
T 技術知識ストツク、 9" Ⅳの増加率 

IRR 内部収益率 
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Ⅰ - Ⅰ 8 

" 。 " 。 休 As - ニ． ジ 4 -2.42 Ⅰ ユ S 7.S Ⅰ 1.0% 

戊夜ⅡⅠ 0.007 0.006 0.28 Ⅰ． 98 0 ユ 0 
JEKOXShtft  337  5.44  3.70  6.10         

金品 工圭     目Ⅱ．Ⅰ 8 0. Ⅰ 4 目の．Ⅰ 1 Ⅰ． 02 0. ⅠⅠ 

成お文 甘 0.00 Ⅰ 0.03 0.00 Ⅰ 0 ユ 9 0.07 

iae<DK@@a@ -0.75@ s ， 6?@ -1.03@ o ， o@@ 0.17   
七字 エ圭     Ⅰ． f66 イ・ ブ 4   3.2s 6. ⅠⅠ 2 コⅠ 

咄ま Ⅰ 祇 0.00 ち 0 ． 0OS 0.009 ⅠⅠ 五 4 Ⅰ． 46 

" 俺 。 軽軒な "  '""  。 "".'0  '."  '."   イユ 4   Ⅰ・ 8 Ⅰ Ⅰ． 9 Ⅰ ク ． 68 4 ユ 8 

咄枝 Ⅰ 祇 0.008 O.007 0 ． 94 2.45 0 ．Ⅰ S 
叩 。 窩庶 '.53  ' 。 ． "           Ⅰ 3.79  7.0 Ⅰ 

予想通り、 バブル期における 投資配分を最適にすることに 

より、 現実の成長率に 加えて、 更なる成長を 遂げることが 可 

能であ ったはずであ る。 しかしこれは 先ほど述べた 通り、 バ 

ブル期には研究開発投資よりもはるかに 魅力的な、 土地への 

投資、 株への投資に 目が眩み、 最適投資配分を 誤ったことが 

わかる。 

今後このような 状況になったとしても、 最適軌道を見失わ 

ないためには、 安易な投資活動をするのではなく、 しっかり 

とした投資配分戦略を 練っていくこと 重要であ る。 

7. 結論と今後の 課題 

7. 1 . 結論 

GnP に対する研究開発強度は、 勘案する範囲を 変えるこ 

とでかなりのずれがあ る。 これはどちらが 正しいというもの 

ではなく、 どの範囲で研究開発投資戦略を 立てるかによるも 

のであ る。 本研究では「投資サイドのみのモデル」という 非 

常に一方通行な 考え方から、 「消費者」、 - 市場評価」、 「社会 

的利益率」まで 勘案したモデルを 構築し、 その体系をリンク 

させた。 さらに、 最適投資にしたときの 期待できる成長率を 

求めることで、 潜在成長率についての 研究へ発展させること 

もできる。 

この分析を通じ、 本 研究は産業が 最適研究開発投資レベル 

を判断したり、 予測したりする 上できわめて 実践性に富んだ 

方法であ ることが立証された。 従って、 本分析は政策あ るい 

は企業戦略決定者に 適正な研究開発レベルを 決定する上で 

の重要な分析、 判断手段を提供するものであ る。 これは実際、 

産業の研究開発投資の 将来展望等を 検討する上できわめて 

有効な手段であ る。 

政策的含意としては、 2 つのことが考えられる。 「 R&D 

投資戦略」と「最適投資をすることでの 理想的成長」であ る。 

「 R&D 投資戦略 - としては、 まずはいかにして 最適レベ 

ルに近づけるのか、 またどの程度の 範囲まで考慮するのかな 

どがあ る。 そして、 最適レベル、 最適タイミング、 最適ぺー 

ス、 スピルオーバ 一の最適利用の 同時評価、 分析をする必要 

があ る。 

「最適投資をすることでの 理想的成長」は、 潜在成長率の 

分析の過程で 考慮すべきものとなるはずであ る。 

7. 2. 今後の課題 

研究開発の最適タイミングの 分析や、 最適投資べ ー スの 分 

析 、 スピルオーバー 技術の最適利用など 最適投資分析に 関し 

ての、 同時計測についてのステップとしての 基盤は本研究で 

構築できたので、 今後最適レベルとあ わせて同時評価、 分析 

をしていきたい。 

さらに・競争力の 比較も行 う ため、 諸外国の最適研究開発 

投資についても 分析し、 国際比較を行っていく。 

また、 今回の研究では、 製造業全体や 各産業レベルといっ 

たマクロ的視点に 立った分析であ ったが、 実際の生産活動を 

行っている単位であ る企業レベルでの 最適研究開発投資の 

分析をすることによって 更なる研究開発投資戦略が 明ら ヵ J 、 

になるものと   思われる。 
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